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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、創立以来、経営理念として「社員の創造性と、相互の信頼を育み、美しく、快適な地球環境づくりに邁進する世界の技術と頭脳の会社を
創造する」をあげ、そのキャッチフレーズとして「人・夢・技術」を掲げ、豊かな自然を生かしながら人が「夢」を持って暮らすことのできる生活基盤を
創造し、それを支えるために技術の研鑽に励んできました。そして、この技術を活用して、さらに安全に、安心して暮らせる社会の実現に向けて、
あらゆる生活基盤に関わるサービスを提供できる企業へと変貌することで、ステークホルダーの期待と信頼にこたえる努力をしております。

　当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる方針と取組み」（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）は、当社の経営理念を
より具体化し、当社の意思決定を透明・公正に行い、かつ有効・必要な挑戦と持続的発展を遂げていくための基本的な方針を取りまとめ、コーポ
レート・ガバナンスの充実を図るものです。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、すべてを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】政策保有株式について

　政策保有株式の政策保有に関する方針及び議決権行使に関する基準については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる
方針と取組み」（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）第１章４.２において開示しておりますのでご参照ください。

【原則１－７】関連当事者間の取引

　関連当事者間の取引については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる方針と取組み」
（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）第１章４.４において開示しておりますのでご参照ください。

【原則３－１】情報開示の充実

　経営理念、事業方針等については、当社ウェブサイトの「会社情報」（http://www.chodai.co.jp/company/）において開示しております。その他の
情報については、「お知らせ」（http://www.chodai.co.jp/）、「ＩＲ情報」（http://www.chodai.co.jp/ir/）、「ＣＳＲ」（http://www.chodai.co.jp/csr/）等で随
時公開しております。

　役員報酬の決定に関する方針と手続き、及び役員の選任・指名に関する方針と手続については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナン
スにかかわる方針と取組み」（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）において開示しておりますのでご参照ください。

　取締役・監査役の選任理由のうち、社外役員については、個別の選任理由を当社ウェブサイト上の「株主総会招集通知」
（http://www.chodai.co.jp/news/20171124_1.pdf）において開示しておりますのでご参照ください。 取締役・監査役の選任理由については、「株主

総会招集通知」に個人別の経歴を示しています。

【補充原則４－1－１】経営陣に対する委任の範囲の概要

　経営陣に対する委任の範囲の概要については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる方針と取組み」
（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）第４章１.１（１）及び１.２において開示しておりますのでご参照ください。

【原則４－９】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる方針と取組み」
（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）第４章７において開示しておりますのでご参照ください。

【補充原則４－１１－１】取締役の選任方針

　取締役会の構成に関する考え方については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる方針と取組み」
（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）第４章６及び９.1（１）において開示しておりますのでご参照ください。

【補充原則４－１１－２】取締役・監査役の兼任状況の把握及び開示

　取締役・監査役の兼任状況については、当社ウェブサイト上の「株主総会招集通知」（http://www.chodai.co.jp/news/20171124_1.pdf）において
開示しておりますのでご参照ください。

【補充原則４－１１－３】取締役の実効性評価

　取締役の実効性評価については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる方針と取組み」
（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）第４章９.３において記載した方針に従い、実施中です。

【補充原則４－１４－２】取締役・監査役のトレーニング

　取締役・監査役のトレーニングの方針については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる方針と取組み」
（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）第４章１２において開示しておりますのでご参照ください。

【原則５－１】株主との建設的な対話に関する方針



　株主との建設的な対話に関する方針については、当社ウェブサイト上の「コーポレート・ガバナンスにかかわる方針と取組み」
（http://www.chodai.co.jp/company/charter/）第５章１において開示しておりますのでご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

長大グループ社員持株会 852,897 9.05

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会社）
331,600 3.52

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会社）
264,000 2.80

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 237,600 2.52

青柳　史郎 217,500 2.30

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行株式会社）
212,200 2.25

佐々木　文子 211,200 2.24

BNY FOR GCM CLIENT ACCOUNTS（E) BD

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）
206,702 2.19

野村信託銀行株式会社

（長大グループ社員持株会専用信託口）
181,300 1.92

株式会社常陽銀行

（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行株式会社）
162,000 1.72

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 9 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

田邉　章 他の会社の出身者 ○

平野　實 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

田邉　章 ○
　有価証券上場規程第436条の2に規定

する独立役員であります。

　金融分野における豊富な経験と幅広い見識
を当社の経営全般に反映していただけるものと
判断しております。

平野　實 ○
　有価証券上場規程第436条の2に規定

する独立役員であります。

　土木分野における豊富な経験と幅広い見識
を当社の経営全般に反映していただけるものと
判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】



監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　会計監査人の監査計画説明、監査実施手続と監査結果報告、四半期・通期決算前会議、四半期・通期決算説明会でそれぞれ、協議、報告を行

い連携をとっております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

二宮　麻里子 他の会社の出身者 ○

横山　正英 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

二宮　麻里子 ○
　有価証券上場規程第436条の2に規定

する独立役員であります。

　弁護士としての専門性と企業法務に関する大
局的かつ高度な知見を活かし、客観的で公正
な監査を実施することによって、より健全な企
業経営に資すると判断し、選任しております。

横山　正英 ○
　有価証券上場規程第436条の2に規定

する独立役員であります。

　公認会計士として財務及び会計に関する高
い見識を有しておりますので当社の経営に対し
て独立の立場から意見をいただけると判断し、
選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

現在、計画はありません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

平成29年９月期連結会計年度における当社の取締役に対する報酬は194百万円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬については、各人の役位などをもとにして基準を定めた内規を作成し、その基準をベースとして、当期の業績及び業績への各人

の貢献度などの諸般の事情を勘案し、株主総会で決議された総額の範囲内において決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

〈社外取締役〉

　社外取締役は、取締役会、経営会議、その他重要な会議に出席し、業務執行の状況等の報告を受けております。

〈社外監査役〉

　社外監査役は、取締役会、経営会議、その他重要な会議に出席し、業務の執行状況等の報告を受けております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社の企業統治の体制として、取締役会は取締役10名（うち2名社外取締役）、監査役会は監査役3名（うち2名社外監査役）で構成されておりま
す。当社の経営組織とその運営状況は以下のとおりであります。

（取締役会）

　経営上の重要事項に関する意思決定を合理的かつ効率的に行うことを基本方針とし、毎月１回開催しております。また、必要に応じて臨時取締
役会の開催を行っております。なお、取締役の経営責任をより明確にし、また、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制の構築の一環とし
て、取締役の任期を1年に定めております。

（監査役会）

　監査役は、監査役会が定めた監査方針、業務分担などに従い、取締役会、経営会議をはじめとした重要な会議に出席するとともに、取締役など
から営業の報告を聴取するなどし、業務および財産の状況の調査を行うことにより経営全般を監視しております。

（会計監査）

　会計監査人は、新日本有限責任監査法人を選任し、監査契約を締結しております。同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務
執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありません。平成29年9月期において監査業務を執行した公認会計士の氏名および監査業務にか
かわる補助者の構成については、以下のとおりであります。

・監査業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　柳井 浩一氏

指定有限責任社員　寶野 裕昭氏

・監査業務にかかわる補助者の構成

公認会計士12名、その他９名

（その他）

　当社は、法律上の判断を必要とする事項につきましては、複数の弁護士事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じて顧問弁護士のアドバイ



スを受けております。また、各種専門家から法務、税務に関する指導、助言を受け、コンプライアンスの確保を図っております。

〈指名、報酬決定〉

　取締役候補者の選任は、取締役会の審議を経て株主総会に付議いたします。監査役も同様ですが、監査役会の同意を得ております。

　取締役および監査役の報酬につきましては、株主総会において報酬枠を決定していただき、取締役の個別の報酬は取締役会によって、監査役
の個別の報酬は監査役の協議によって、それぞれ決定しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、経営の意思決定および業務執行に関して、透明性・公平性・スピードを重視することで、コーポレート・ガバナンスの有効性を確保し、公
正な経営を実現することを最優先課題としております。なお、経営執行と監視機能の分離、企業の透明性および経営健全性の強化を図るため、監
査役制度を採用しております。また、より健全で透明性・公平性の高い経営や適正な監査機能を実現するため、社外より、取締役２名、監査役２名
を招聘しております。

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　代表取締役の直轄機関である内部統制機構は、内部統制の運用状況の調査を行い、監査役会などと連携して定期的に業務執行部署への内部
監査を実施し、各部署の所管業務が法令、規制、定款および社内諸規程を遵守し、適正かつ有効に運営されているか否かを調査しております。

　内部監査の実施状況は、取締役および監査役に報告され、業務改善に努めております。

　監査役は、監査役会が定めた監査方針、業務分担などに従い、取締役会、経営会議をはじめとした重要な会議に出席するとともに取締役などか
ら営業の報告を聴取するなどし、業務および財産の状況の調査を行うことにより経営全般を監視しております。また、内部統制機構から期初の監
査計画・監査方針や期末の監査結果総括などの定期報告を含め、監査進捗状況の適宜聴取および意見交換などを行っております。さらに、内部
統制機構の監査現場に立ち会うなどして連携強化に努めております。会計監査人との相互の連携強化につきましては、監査計画、監査方針、決
算説明会、および期末監査結果の説明を受けるなどして意見交換を行い、必要に応じて会計監査人の監査現場に立ち会うなど連携を図っており
ます。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
　株主総会は決算作業、監査等の工程に基づいて開催日を設定しており、特に集中日を
意識しておりません。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

毎年、本決算発表後に説明会を開催しています。 あり

IR資料のホームページ掲載
　ホームページ（URL http://www.chodai.co.jp）において、当社の経営理念、行

動憲章や倫理方針などの各種方針を掲示しています。また、財務情報、決算

短信、事業報告書を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当部署：経営企画部

ＩＲ担当役員：塩釜浩之　取締役上席執行役員経営企画本部長

ＩＲ事務連絡責任者：蒲原肇　経営企画部長

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　経営理念を踏まえた行動憲章のなかで、社会貢献活動への積極的参加、環境問題への
積極的な取り組みを掲げております。具体的な主な活動としましては、以下のとおりであり
ます。

・環境保全

　環境省では2014年3月26日、これまでの地球温暖化防止国民運動「チャレンジ25」に代わ
る、新たな気候変動キャンペーン「Fun to Share」をスタートしました。

　当社は「Fun to Share」賛同企業としての登録を申請し、2014年4月18日に承認されまし

た。

・地域貢献

　国土交通省徳島河川国道事務所と吉野川交流推進会議共催による河川の一斉清掃活
動である「アドプト・プログラム吉野川」に1990年より参加しております。2017年5月には、長
年にわたる参加に対し、吉野川交流推進会議会長より表彰状が贈呈されました。

・環境関連事業

　バイオトイレ・小水力発電・コンクリート用型枠のリユース事業などに取り組んでおります。

コンクリート用型枠のリユース事業とは、簡易なリペアを施すことで繰り返し使用可能なコン
クリート用型枠を当社が開発したもので、これまで使い捨てにされていたコンクリート用型
枠の３R（リデュース・リユース・リサイクル）を実現した事業となります。自社開発の「リユー
スボード『型丸』」を現場の要望にあわせて加工・レンタルし、使用後のリペアまでを事業化
しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

行動憲章において、企業情報の適時、適切な開示を宣言しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は内部統制システムを、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに当社及びその子会社から成る
企業集団の業務の適正を確保するための体制と位置づけております。その整備状況は以下のとおりです。

１　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　イ　当社はコンプライアンスを経営の基本原則とし、「行動憲章」「倫理方針」「内部統制方針」を、取締役及び使用人の企業倫理意識の向上並
び　　に法令・定款を遵守するための行動規範として、その徹底を図る。

　ロ　当社における法令・規程の遵守の観点から、内部監査部門において、通報制度を運営するとともに、全社の業務全般にわたる内部監査を
実　　施する。

２　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　取締役の職務の執行に係る情報は、これに関する資料とともに法令及び文書管理規程等に従い担当部門において管理保存する。

３　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　事業活動に係る様々なリスクの管理と顕在化を未然に防止するために、「リスク管理規程」を定め、リスクを網羅的・総括的に管理する。

４　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　イ　定例の取締役会を毎月１回開催し、「取締役会規程」により定めている事項及びその付議基準に該当する事項は、すべて取締役会に付議し
決定する。

　ロ　取締役会は定期的に各取締役から職務執行状況の報告を受け、職務執行の妥当性及び効率性を監督する。

５　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　イ　子会社の取締役から職務の執行に係る事項について当社が報告を受けるための体制

　　　「関係会社管理規程」に基づき、子会社は経営計画及び予算の遂行状況または結果について、当社取締役会に対して報告する。

　　　子会社は、毎四半期の経営状況、業績について、当社取締役会に報告する。

　ロ　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　当社は、「リスク管理規程」に基づき、当社のみならず子会社におけるリスクの把握と予防に努める。

　ハ　子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　当社の子会社は、規模・業態等に応じて、経営組織を整備する。

　　　当社の子会社には、その取締役の職務の効率性を確保するために取締役を派遣する。

　ニ　子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　子会社はコンプライアンスを経営の基本原則とし、当社が定める「行動憲章」「倫理方針」「内部統制方針」を、子会社の取締役及び使用人の
企業倫理意識の向上並びに法令・定款を遵守するための行動規範として、その徹底を図っている段階である。

　　　子会社における法令・規程の遵守の観点から、内部監査部門において、通報制度を運営するとともに、全社の業務全般にわたる内部監査を
実施する。

　ホ　その他当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制

　　　子会社を含む関係会社の管理については、「関係会社管理規程」に基づき、企業集団の業務の適正を確保する。

　　　子会社については、取締役を派遣し、事業活動全般の適正を確保する。

６　監査役の職務を補助すべき使用人、その使用人の取締役からの独立性、及び監査役からの指示の実効性の確保に関する事項

　イ　監査役がその職務の執行の補助者を必要とするときは、監査役付を置く。監査役付は、監査役の指示に従いその職務を行う。

　ロ　監査役付の人事評価、人事異動については監査役と人事担当取締役が協議して行う。

７　当社及びその子会社の役員及び使用人等が当社の監査役（会）に報告するための体制、その他の監査役（会）への報告に関する体制

　イ　当社は、「取締役会規程」、「経営会議規程」、その他重要な会議規程に、監査役の出席について定める。

　ロ　内部監査部門は、通報制度の運用状況、内部監査の計画、実施結果について監査役（会）に報告する。

　ハ　監査役（会）から業務執行に関する事項の報告を求められたとき、取締役及び使用人は、速やかに当該事項につき報告を行う。

　ニ　子会社の役員及び使用人並びにこれらの者から報告を受けた当社の役員及び使用人は、当社

　　の監査役（会）から業務執行に関する事項の報告を求められたときは、速やかに当該事項につき報告を行う。

　ホ　当社は、監査役（会）への報告を行った当社及びその子会社の役員及び使用人等に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱
いをすることを禁止し、その旨を当社及びその子会社において周知徹底する。

８　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に関する方針

　　　当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支出するために、毎年、一定額の予算を設ける。

　　　当社は、監査役がその職務の執行について当社に費用の前払い又は償還等を求めたときは、その職務の執行に必要でないことが明らか
な　　場合を除き、速やかにその費用を処理する。

９　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　イ　代表取締役と監査役の定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通を図る。

　ロ　監査機能の有効性、効率性を高めるために、監査役、内部監査部門、会計監査人が定期的かつ必要に応じて相互に連携を図る。

10　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　イ　当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、内部統制委員会を開催し、法令・定款の遵守や職務執行におけるリスク管理等について報告・審
議を行っております。また、内部監査部門において、当社ならびにグループ会社の業務全般にわたる内部監査を実施しております。さらに、社内相
談・通報制度を設け、コンプライアンスの実効性向上に努めております。

　ロ　当事業年度において、定例取締役会を18回開催し、経営事項の審議および決議を行っております。また、経営会議を14回開催し、経営全般
における重要事項について多面的な審議を行うとともに、経営管理機能をより充実させるため、執行役員会議を四半期毎に開催し、職務の重要
事項について情報の集約と審議を行っております。

　ハ　当社では、「リスク管理規程」を設け、適宜リスク内容および対処方法の見直しを行っております。

　ニ　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、代表取締役社長を議長とするグループ会社社長会を当事業年度において６回開催いたしました。グ



ループ会社社長会は、当社の戦略・政策方針の共有化を図り、グループ会社社長からの事業戦略の進捗および予算の進捗の報告を行っていま
す。

　ホ　当社の監査役会は、社外監査役を含む監査役3名で構成されています。監査役会は当事業年度に14回開催し、各監査役は、取締役会のほ
か、経営会議に出席して情報収集に努め、取締役の職務執行が法令・定款に違反していないかなどを監査しています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また、反社会的勢力が関わりを持ちかけてきたり、不当な要求をし

てきた場合には、組織的に毅然とした態度で要求を拒絶することを「企業行動憲章」および「反社会的勢力排除規程」に定めています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

　当社は、平成28年12月20日開催の当社定時株主総会にて「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続」（以下「本プ

ラン」といいます。）について賛同いただき導入しております。

　本プランは、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場合には当社が対抗措置をとる

ことによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。

　なお、本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、独立委員会規定に従い、当社社外取

締役、当社社外監査役、又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じる

者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。）の勧告を最大限尊重する

とともに、株主及び投資家の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。

　なお、買収防衛策の公表内容は次のＵＲＬに掲載しております。

http://www.chodai.co.jp/news/docs_mt/syousyuutuuti2016.pdf

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




